
ＮＡＣＳ 30年のあゆみ



消費生活コンサルタント・
消費生活アドバイザーの成り立ち

●日本消費者協会主催
消費生活コンサルタント養成講座修了

●消費生活コンサルタント第１期生により
消費生活コンサルタント協会設立

1962年
（昭和37年）

●日本産業協会主催
消費生活アドバイザー資格試験第１期生誕生

●日本消費生活アドバイザー団体連合会設立

（中部・関西・関東 ）

1981年
（昭和56年）

1983年
（昭和58年）



設立に至るまで
「冬晴れの二つの川の合流す」「一片の許可証汗ばむ手に重し」

1987年12月19日
（昭和62年）

●日本消費生活アドバイザー団体連合会、日本
消費生活コンサルタント協会から代表13名が出
席し、社団法人化に向けて合同会議を行う

1988年4月10日
（昭和63年）

●関東、中部、関西、九州の各地区代表19名が
集まり、両団体合同の全国会議を行い、役員人
事など基本的事項を決定

1988年5月23日
（昭和63年）

●糖業会館にて設立発起総会。定款の承認な
どの議案が発起人の全員一致により議決

1988年6月10日
（昭和63年）

●通産大臣による許可

●初代会長 宇野政雄早稲田大学名誉教授

●会員数約1200名



設立1年目

1988年7月 ●設立記念東日本支部大会

●設立記念式典（7月29日）

シンポジウム「’90年代の消費生活の展望

～企業の自己責任と消費者の自立～」
1988年9月 ●電話相談高齢者なんでも１１０番

1988年12月 ●西日本支部設立総会

1988年10月 ●法人設立記念中部支部大会

1989年1月 ●通信販売広告に関する意識調査

その他 ●消費生活アドバイザー制度普及事業

ミニサロン全国8カ所で開催

●高等学校における消費者教育事業

（全国55校に講師派遣）

●ＮＡＣＳ本部通信、東日本ＮＡＣS ＮＥＷＳ、

ＮＡＣＳ中部、ＮＡＣＳ西日本支部ニュース発行



設立5年目まで
1989年度
（平成元年）

●地域通信員制度スタート

●ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳ発行

●賛助会員制度発足

●東日本支部シンポジウム「製造物責任」

1990年度
（平成2年）

1991年度
（平成3年）

1992年度
（平成4年）

●西日本支部総会「国際化の中の製造物責任」

●消費者相談スペシャリスト・レベルアップセミナー

●ウィークエンド・テレホン開始（12月1日）

●製造物責任法に関する意識調査

●消費生活アドバイザー資格試験

問題解答解説集執筆、受験対策講座（企業内研修）

●環境問題特別講座11回シリーズ（東）

●第1回消費者問題懇話会

●東日本支部第1回研究成果発表会

●消費生活アドバイザー制度発足10周年記念

フォーラム・全国11カ所で開催



ＣＡＰ21について

Creative Action Plan to the 21st Century
（1990年（平成2年）10月～）

Ø ＮＡＣＳ消費生活総合相談室の開設
Ø ＮＡＣＳ消費生活総合研究所の設立
Ø ＮＡＣＳ叢書の発行
Ø シンポジウムの日本全国での開催
Ø 消費者問題○○会議を東京・横浜で開催
Ø 人材派遣の実施
Ø 商品大賞・消費者大賞・広告大賞の設定
Ø 商品テスト室の開設・商品企画開発
Ø 消費者問題の放送番組の制作・放映
Ø 全国各地でＮＡＣＳ消費者大学の開設 etc.



ＮＡＣＳ叢書
1993年（平成5年）

『自分の街で老後を迎えたい』 東日本支部生活設計研究会編

1994年（平成6年）

『みんなが知らない食品表示』 東日本支部食部会編

〔第17回神戸賞受賞〕

1997年（平成9年）

『健康食品～ウソとホントの見分け方～』 東日本支部食部会編

1998年（平成10年）

『商品安全白書』 〔第21回神戸賞受賞〕

1999年（平成11年）

『食品表示の裏を読む ～安全、おいしい、おトクがわかる～』

2002年（平成14年）

『内部告発の時代 ～組織への忠誠か社会正義か～』

〔第25回神戸賞奨励賞受賞〕

2005年（平成17年）

『高齢期の住まい ～住み替えを考えるとき～』 西日本支部



設立10年目まで

1993年度
（平成5年）

●ＮＡＣＳ叢書刊行

●ＮＡＣＳ eyes発行

●民生用エネルギー消費機器の効率改善調査

1994年度
（平成6年）

●震災便乗商法110番（西日本）

●会員のためのＰＬカウンセラー講座

●企業のためのＰＬ対策講座
1995年度
（平成7年）

●製品の警告表示に対する消費者の意識調査

●外国語会話教室における契約の適正化に係わる
調査

1996年度
（平成8年）

●金融機関に対する消費者意識調査

●世田谷区消費生活センター講座

●「ＮＡＣＳ」商標登録

1997年度
（平成9年）

●全国消費者団体連絡会に加入

●ＮＡＣＳ全国テレビ会議

●学校講師派遣110校 『ベル・ピッチ・ケータイ』



Ø 1989年 設立2年目シンポジウム

「製造物責任 ～ＥＣ統合と日本への波及～」

Ø 1990年 設立3年目シンポジウム

「製造物責任 ～裁判劇をとおして考える～」

Ø 1992年4月

PL法試案有志グループが東日本支部の研究発表会
においてPL法試案を発表

Ø 1994年 製造物責任法公布

Ø 1995年 製造物責任法施行

製造物責任法（PL法）とNACS



設立15年目まで

1998年度
（平成10年）

1999年度
（平成11年）

2000年度
（平成12年）

2001年度
（平成13年）

2002年度
（平成14年）

●北海道支部設立

●西日本ウィークエンドテレホン開設

●NACS消費生活研究所設立

●NACS基金制度発足

●情報流通市場（NACS－net）の開設

●九州支部設立

●環境特別委員会設立、エコプロダクツ展参加

●中国支部設立

●COPOLCO in 京都に参加

●くらしの契約トラブルなんでも110番を６支部で開催

●有料老人ホームサービス評価事業開始

●『21世紀の暮らしとエネルギー』
（東日本支部シンポジウム）

●『地球環境をみつめた21世紀の暮らしを考える』
（西日本支部シンポジウム）

会員数
3,000名突破！



設立20年目まで

2003年度
（平成15年）

●東北支部設立

●消費者志向マネジメントシステムNACS基準
（COMS)作成

●ConsumerADR実証実験開始

●省エネ製品普及推進優良店調査評価開始
2004年度
（平成16年）

2005年度
（平成17年）

2006年度
（平成18年）

2007年度
（平成19年）

●東京都福祉サービス第三者評価事業開始

●第1回「消費者が選ぶ企業ブランドベストテン」実施

●消費者機構日本（COJ）設立

●情報誌『企業の消費者志向』発行

●賛助会員向け広報誌『NACS News』発行開始

●認定個人情報保護団体の認証取得

●第1回消費者志向NACS会議開催

●家庭における省エネルギーの普及啓発事業

●COJ 適格消費者団体の認定取得



設立25年目まで

2008年度
（平成20年）

●山本会長に交代

●ＡＤＲ認証取得（特定商取引法）
2009年度
（平成21年）
2010年度
（平成22年）
2011年度
（平成23年）

2012年度
（平成24年）

●第１回代議員選挙実施

●公益法人移行認定申請書提出

●第１回消費者志向経営エキスパート養成講座開催

●公益社団法人として新たなスタート

●第１回定時社員総会・公益認定祝賀会開催

●東日本大震災報告書
『それぞれの3・11』作成（東北支部）

●「大震災後の多重債務者問題を考える」
シンポジウムの開催

●エネルギー連続講座開催

●東日本支部 標準化を考える会が第６回キッズデザ
イン賞「子ども視点の安全安心デザイン 子ども部門」
リサーチ分野で受賞
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設立30年目まで

2013年度
（平成25年）

●消費者教育教材資料表彰「優秀賞」受賞！
「見えないお金」の物語～Financial Fantasy～

2014年度
（平成26年）

2015年度
（平成27年）

2016年度
（平成28年）

2017年度
（平成28年）

●渋谷現事務所へ移転
●消費者支援功労者表彰、団体部門内閣総理大臣表彰

●JIS L4129(よいふく)制定公示

●「平成28年度消費者支援功労者表彰」受賞

内閣総理大臣表彰1名、内閣府特命担当大臣表彰5名

ベスト消費者サポーター章3名

●新しい洗濯表示の記号が付いた衣類等の販売が始まる
JIS L0001改正

●Mama&Papa’sCafe

（保護者等対象消費者教育講座）



全国７支部 約3,400名からなる
消費者問題の専門家団体



消費者トラブルの解決

消費者啓発

行政・企業・消費者団体等との連携

“公益社団法人”ＮＡＣＳは、
消費生活をリードし続けます。
これまでも・・・
そして、これからも・・・



公益社団法人

日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント協会


